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令和2年（2020年）5月9日（土）　埼玉県議会だよりNo．１６１

6埼玉県議会のホームページで、委員会会議録の概要を公開しています。各種検索サイトから 埼玉県議会

現
役
世
代
が
親
の
介
護
と
子

育
て
を
同
時
に
行
う
ダ
ブ
ル

ケ
ア
ラ
ー
の
問
題
に
つ
い
て
、
議
論

は
な
さ
れ
た
の
か
。

ダ
ブ
ル
ケ
ア
ラ
ー
も
含
め
て

多
様
な
ケ
ア
ラ
ー
が
存
在
す

る
こ
と
に
つ
い
て
議
論
し
、
す
べ
て

の
ケ
ア
ラ
ー
に
共
通
す
る
事
項
を
条

例
に
定
め
た
。
条
例
制
定
後
に
策
定

予
定
の
推
進
計
画
の
中
で
、
適
切
な

施
策
が
展
開
さ
れ
る
と
考
え
る
。

自然環境の保全・再生と資
源循環社会づくりについて審
査

令
和
元
年
東
日
本
台
風
被
害

の
復
旧
や
Ｃ
Ｓ
Ｆ
（
豚
熱
）

へ
の
対
応
体
制
強
化
な
ど
の
た
め
に

職
員
を
増
員
す
る
と
の
こ
と
だ
が
、

ど
の
部
局
が
増
員
さ
れ
る
の
か
。

台
風
被
害
復
旧
の
関
連
で

は
、
危
機
管
理
防
災
部
１

名
、
農
林
部
２
名
、
県
土
整
備
部
８

名
、
都
市
整
備
部
１
名
の
増
員
を
行

う
。
ま
た
、
Ｃ
Ｓ
Ｆ
関
連
で
農
林
部

に
10
名
を
増
員
す
る
。

令
和
元
年
度
は
森
林
環
境
譲

与
税
を
ど
の
よ
う
に
活
用
し

て
い
る
の
か
。

過
去
に
間
伐
な
ど
の
作
業
を

行
っ
た
履
歴
デ
ー
タ
を
整
備

し
、
市
町
村
へ
提
供
し
て
い
る
。
ま

た
、
県
林
業
技
術
者
研
修
を
実
施
し

て
い
る
ほ
か
、
木
造
建
築
技
術
ア
ド

バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
や
市
町
村
職
員
な

ど
を
対
象
と
し
た
木
造
建
築
に
関
す

る
講
習
会
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

昨
年
の
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド

カ
ッ
プ
大
会
に
つ
い
て
、
県

の
当
初
予
算
か
ら
３
億
３
２
０
０
万

円
の
減
額
補
正
と
な
っ
て
い
る
。
ど

の
よ
う
な
工
夫
で
圧
縮
で
き
た
の
か
。

基
本
的
な
費
用
負
担
以
外
の

細
か
い
部
分
で
は
個
別
協
議

が
多
く
、
屋
外
に
仮
設
予
定
だ
っ
た

会
場
は
既
存
施
設
を
活
用
す
る
こ
と

で
設
営
費
を
削
る
な
ど
、
調
整
の
結

果
か
な
り
の
部
分
が
削
減
で
き
た
。

東
京
都
や
沖
縄
県
で
は
制
度

融
資
の
保
証
料
を
補
助
し
て

い
る
が
、
本
県
で
は
、
そ
の
よ
う
な

支
援
は
検
討
し
な
い
の
か
。

制
度
融
資
は
、
都
道
府
県
に

よ
り
運
営
方
法
が
異
な
っ
て

お
り
、
本
県
で
は
利
子
補
給
に
よ
り

事
業
者
負
担
を
軽
減
し
て
い
る
。
事

業
者
が
負
担
す
る
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト

で
は
、
東
京
都
と
比
べ
て
も
遜
色
の

な
い
も
の
と
考
え
て
い
る
。

急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
事
業
に

つ
い
て
、
必
要
な
箇
所
は
ど

の
く
ら
い
あ
り
、
そ
の
進
捗
は
ど
う

か
。

急
傾
斜
地
崩
壊
の
危
険
性
が

あ
る
土
砂
災
害
警
戒
区
域

は
、
県
内
に
３
６
１
９
カ
所
あ
る
。

こ
の
う
ち
、
県
が
事
業
を
行
う
要
件

を
満
た
す
対
象
箇
所
が
７
４
５
カ
所

あ
り
、
う
ち
１
２
１
カ
所
で
対
策
が

完
了
し
て
い
る
。

高
等
学
校
で
は
、
１
３
２
人

の
教
職
員
定
数
が
減
員
と
な

っ
て
い
る
。
働
き
方
改
革
を
進
め
て

い
る
中
で
、
教
職
員
の
負
担
増
加
に

つ
な
が
ら
な
い
か
。

生
徒
の
収
容
定
員
の
減
少
に

伴
う
定
数
減
で
あ
り
、
教
職

員
１
人
当
た
り
の
生
徒
受
け
持
ち
数

は
変
わ
ら
な
い
た
め
、
直
接
的
に
教

職
員
の
負
担
増
に
は
つ
な
が
ら
な
い

と
考
え
て
い
る
。

大
規
模
災
害
被
災
者
受
入
事

業
費
に
つ
い
て
、
県
内
へ
の

避
難
者
が
減
っ
た
た
め
減
額
す
る
と

の
こ
と
だ
が
、
ど
の
災
害
に
よ
る
避

難
者
で
、
ど
の
く
ら
い
減
っ
た
の
か
。

東
日
本
大
震
災
に
よ
る
避
難

者
の
方
で
、
自
宅
再
建
が
想

定
よ
り
も
早
ま
っ
た
こ
と
に
よ
り
減

額
補
正
す
る
も
の
で
あ
る
。
ピ
ー
ク

時
と
今
年
１
月
１
日
現
在
と
を
比
較

し
て
２
４
４
２
人
減
少
し
て
い
る
。

行財政・職員の働き方改革
について審査

（公財）埼玉県芸術文化振
興財団、（公財）埼玉県国際交
流協会および（福）埼玉県社
会福祉事業団における改革の
取り組みについて審査

高齢者への支援について�
審査

企業誘致および先端産業創
造プロジェクトについて審査

危機や災害に備えた実践的
な訓練の実施、災害対応分野
における最新技術の動向につ
いて審査

文化の振興について審査

埼
玉
県
ケ
ア
ラ
ー
支
援
条
例
に

つ
い
て【
条
例
の
概
要
は
８
面
参
照
】

福
祉
保
健
医
療
委
員
会

特別委員会 常 任 委 員 会
自然再生・循環社会対策
特別委員会

ＱＡ

埼
玉
県
職
員
定
数
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

企
画
財
政
委
員
会

ＱＡ

令
和
元
年
度
埼
玉
県
一
般
会
計

補
正
予
算（
第
７
号
）に
つ
い
て

総
務
県
民
生
活
委
員
会

ＱＡ

埼
玉
県
森
林
環
境
譲
与
税
基
金

条
例
に
つ
い
て

環
境
農
林
委
員
会

ＱＡ

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大

に
よ
り
影
響
を
受
け
て
い
る
県
内
中
小

企
業
の
資
金
繰
り
の
支
援
に
つ
い
て

産
業
労
働
企
業
委
員
会

ＱＡ

急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
事
業
に

要
す
る
経
費
の
関
係
市
町
村
の

負
担
額
に
つ
い
て

県
土
都
市
整
備
委
員
会

ＱＡ

埼
玉
県
学
校
職
員
定
数
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ

い
て 文

教
委
員
会

ＱＡ

令
和
元
年
度
埼
玉
県
災
害
救

助
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算（
第

２
号
）に
つ
い
て

警
察
危
機
管
理
防
災
委
員
会

ＱＡ

地方創生・行財政改革
特別委員会

公社事業対策
特別委員会

少子・高齢福祉社会対策
特別委員会

経済・雇用対策
特別委員会

危機管理・大規模災害対策
特別委員会

人材育成・文化・スポーツ
振興特別委員会

県庁舎建替え等検討特別委員会

令和元年6月定例会で本委員会が設置され、県庁舎の建て替えおよ
び周辺整備・地域活性化などについて審査および調査を行ってきた結
果、現在の県庁舎は老朽化や狭あい化が著しく、業務の効率化や生
産性の向上、ICTへの対応などでさまざまな課題が判明しました。ま
た、優秀な人材確保に悪影響を与えかねないと懸念されています。
そこで、将来の県庁舎の在り方について早急に検討に着手すべきな
どとした提言書を知事へ直接提出し、今後検討結果を定期的に議会へ
報告するよう求めました。

委員は次のとおりです。
定数14人（◎は委員長、〇は副委員長）
� 令和2年3月27日現在知事に提言書を提出

◎本木　 (自民)
○田 村 琢 実 (自民)
　平 松 大 佑 (県民)
　関 根 信 明 (自民)
　藤 井 健 志 (自民)
　美 田 宗 亮 (自民)
　井 上 将 勝 (民主フォーラム)

醍 醐 　 清 (県民)
小久保憲一 (自民)
荒 木 裕 介 (自民)
髙 木 真 理 (民主フォーラム)
村 岡 正 嗣 (共産党)
木 下 高 志 (自民)
石 渡 　 豊 (公明)

会派別所属議員数
令和２年４月２３日現在
会派名（略称） 所属議員数
自民 ５０人
県民 １４人

民主フォーラム １２人
公明 ９人
共産党 ６人
改革 １人
無所属 １人
計 ９３人

　2月13日と定例会中の８日間、会議を
開き、本会議を円滑かつ効率的に進行す
るため、議事日程、質疑質問者の人数、採
決の方法や順序などについて会派間の協
議を行いました。

議会運営委員会
2月26日、3月6日に常任委員会を開き、議案および請願の審査などを
行いました。審査の結果、議案50件を原案の通り可決すべきものと決定
しました。また、請願2件を不採択とすべきものと決定しました。
2月25日、3月4日、9日、10日には特別委員会を開き、議案および付
託案件の審査を行いました。このうち、５か年計画等特別委員会では議
案５件を可決すべきものと決定しました。

委員会リポートreport


